
令和７年度第１回佐賀市環境審議会　議事録

◆　開催日時
　　令和７年７月２９日（火）　１０時００分～１２時００分

◆　開催場所
　　佐賀市清掃工場２階　大会議室

◆　出席委員（敬称略）
　　岡島俊哉（会長）、大渡啓介（副会長）、関清彦、小城原直、草場真智子、松尾真理子、
有森明子、髙橋朋子、中村佳代、中原正登、中野千歳、宮崎努、島﨑健、多々良たまえ

◆　欠席委員（敬称略）
　　田中宗浩、藤井律子、大石寛貴

◆　事務局
馬場環境部長
環境政策課（梶山副部長、石川副課長兼室長、香田係長、山本係長、前田主任、丸田主任）
循環型社会推進課（江島副部長、馬場係長、福田係長、前田係長）
環境保全課（羽田課長、直塚参事兼副課長）
ＧＸ推進課（田中課長、坂本副課長兼室長、前田室長）
衛生センター（熊添所長）

◆　傍聴者
　　なし

◆　議事要旨
１　開会・挨拶

２　議事　
≪事務局説明≫
資料１佐賀市環境基本計画の進捗状況について
　≪意見交換等≫
　　〇会長
　　　ただいま事務局から説明を受けた。ご意見、ご質問があれば伺いたい。

　　〇委員
資料のp.1の達成できなかった数字、省エネ等の環境問題を把握し、取り組んでいる市民の割合の中で、2024年度は72.4％となっている。理由が、環境への取組が当たり前ということは、つまり、みんなが取り組んでいるから、自分はまだたいしたことがないという、自己評価となっており、2023年度と分析理由が一緒である。どういうことなのか聞きたい。
　　〇事務局
　　　実際は、意識調査であるため、色々な要素が考えられると思う。
85％という目標を掲げてスタートし、10年前には78.8％がスタート（基準値）で、実際は、傾向としては下がってしまっているというような状況がある。
また、毎年のように、なかなか意識調査の難しい点を申し上げると、2024年にボストンコンサルティンググループの各種問題の意識が高いZ世代という調査結果が出ているが、こちらのほうで、環境意識について、温暖化、熱中症対策など非常に社会問題になって
いる。その中で、環境意識は高い65％という高い中で、実際にそういう行動に移しているかというと、15％から19％。落ちついている状況もあるため、10年前と比べると、状況が変わったことも一つとして、考えているところである。
ただ、これを85％に上げるためにはどうしたらいいかという点では、今はなかなか難しいところである。
今回の第3次計画においては、こういった意識調査を、目標設定にすることをできるだけやめた経緯がある。
確かに、真摯に受け止める必要があるが、指標として、これを85％に上げることは、非常に苦慮しているところであり、そういう見方もできるのではないかというところで、昨年同様に、この意識調査という部分については、理由を記載したころであって、こういう意識調査を目標設定とすることは非常に難しい問題かなという認識を持っている。
〇委員
実際に行動を伴ってないということは、一番問題である。
そして、意識、関心が高いことが行動につながることになる。ということはやっぱり意識関心が低いと感じる部分もある。皆さんもよく耳にすると思うが、スーパー、コンビニなど人が乗ってないのに、駐車場にエンジンをかけっ放しにする車があって、クーラーを効かせ、買物したら、また車に乗ってという、そういうことがいくらでもある。
これだけ温暖化が進んで、実際今日も、39度とか言っているが、こんな状況で自分たちは涼しい思いをしたいっていう人が少なからずいるというのは、非常に問題だと思う。本当に大丈夫なのか、ああいう光景を見て思う。
あと多布施川など行っても、クーラーをかけながら食事をとっている方が、幾らでもいる。
本当にこういう状況で、改善していくのかという非常に大きな危機感を持っている。
年々気候変動、顕著に形として表れてきている状況である。
〇事務局
仰るとおり、アイドリングしながら、駐車場で色々な事情で待機をされて、中には食事を取られる方もいるかもしれない。
その中で、できるだけ、アイドリングをしないという状況をつくっていきたいが、それを超えるぐらい非常に熱中症の危険があり、暑い。例えばお昼を食べるときに、そういう事情がある方に車のエンジンを止めてということも難しい。
ただ、行政としてはできるだけそうならないような環境で食事をとっていただければありがたいと思う。
現在、市では、公の施設だけではなく、民間施設も含めて130以上を涼み処として開放しているが、そういう場所をどんどん増やして、スーパーもそうだが、ちょっとした商店街など、そういったところでも涼みながら買ったものを食べたりとかできる箇所を増やしていく、広げていくということも必要と思う。
　〇委員
資料p.3の項目の最後の※7食品リサイクルの促進で生ごみ処理機導入が進まない理由の解明が必要とあるが、自身の会社や生ごみがたくさん出る。これについて私が、審議員でありながら、利用者に対して補助があるだとか、全く知らなかった。
恐らく、メール、イベントとかで告知があったと思うが、メールが大量に国、県、市もたくさん来るので、なかなか全部目を通したら仕事にならないというのがある。
それと、自身の会社では、ＡＩが迷惑メールを振り分けしており、3月まで来ていたものが届かない、あるいは、同じ会社からでも届いたり、届かなかったりなど問題が頻発して、そういうことも踏まえ、とてもいい施策だと思うので、今後どうされるかを聞きたい。
〇事務局
企業の生ごみ処理機については、今現在はホームページのみの広報となっている。
それで今年度に入り、数件の問合せがあり、購入したいという方もちらほら出てきているのが現状である。現在、昨年度まで要望等もなかったため、予算はついてない状況であるが、今後、皆様の要望を受けながら、来年以降予算化していく予定にはしている。ホームページ、市報等、できる限り、導入が進むように、今後とも考えていきたい。
　　〇委員
理由としては、情報提供が少なかったということか。ホームページをこちらから見に行かないことには、分からない。
　〇委員
先ほど、この中で聞いていて思ったが、ホームページに掲載されているとおりということで、今後の告知のやり方についてだと思うが、色々な団体があると思います。
食品、建設業、商工会議所の青年部など、そういうところで、補助金の話を共有できると、そういうのを使ってみようかなとなるため、ぜひ、よければそういう会議に何かしらのチラシ1枚でもいいので、導入がかなり進むのではないかと思うので、活用していきたいと思う方もいると思うので、そういう告知の仕方を考えていけばよいのでは。
　　〇委員
普段から、コンポストを家で作るため、こういう補助金もチェックはしているが、これは企業だけの補助金か。
〇事務局
家庭用については、生ごみ処理機の補助がある。電動式は上限が2万円まで、段ボールコンポスト等は3千円の上限となっている。電動式については、毎年人気があって、現時点では、ほぼ予算上限に達している状況にある。来年度予算がつけばまた補助があるという状況である。段ボールコンポストについてはまだ補助金があるので、ご利用いただければと思う。
　　〇委員
市報に載っているか。市報を見ており、そうであれば飛びつくとおもう。見落としているだけかもしれないが、あまり見たことがない。
　　〇事務局
告知については、ホームページには掲載している。市報については、年に1回程度は載せてあったと思う。
　　〇委員
資料p.1 の①、②で市民の話、削減の話と、産業と企業様の削減の話など、やっぱり出ているのかと思うが、誰が削減に寄与しているか。　
〇事務局
委員が仰っているのは、温室効果ガスの削減に対してどこの部分が削減に寄与しているか
ということか。
　　〇委員
市民の意識が低いということは、市民があまり貢献してない割には、②は目標を達成しているので、貢献している誰かがいるのか。
　　〇事務局
温室効果ガスについては、皆様のお手元に、第３次佐賀市地球温暖化対策実行計画のp.25に、佐賀市の温室効果ガスの排出量という形で記載をしている。その中で、2013年が基準になるが、減少傾向にあるというところで、ここの中で、産業部門、運輸分門、業務その他、家庭部門という四つの項目で見ていくことになっている。
これを見ていただくと、どこの部門が削減しているかが分かるようになっている。
特にこの家庭部門においては、2030年度比55％減ということで、大きく削減している、また、業務その他についても、2013年度は56％減ということでかなり大きく削減しているところが、CO2排出削減という視点では、削減しているという見方ができる。
一方で、運輸部門というのが、佐賀市としては非常にテーマであり、先ほど申し上げた２つの部門に比べると、減り方が少ない、弱いというところがある。
ただ、一般に家庭部門、業務その他部門での排出削減効果は、電気を作るときに、何をもってつくるかに左右されるところがある。いわゆる排出係数というものがあるが、電気を作るときに、この電気を使えば、このぐらいの係数をかけたときに、どのぐらい排出しているかという係数だが、それは例えば原子力とかはよく増えると、非常にその分排出が下がる傾向にあるので、大きく言えば、家庭部門、業務その他部門が減っているのは、いわゆる電気の排出係数が減ったということによるものだと一般的には考えられる。
一方で、段々と市民の皆様も省エネ機器を入れたりとか、省エネ家電に切替えたり、この10年でだいぶ進んでいる部分もありますので、そういった部分では、CO2の削減としては一応、一定の目標をクリアできたという評価をさせていただいている。
〇委員
2022年以降がないので、まだ分からないが、ただ、市民の意識が少し低下している割にはしっかり削減をしているので。深夜電力とかも理由にあるかとは思うが。

≪事務局説明≫
資料２　佐賀市環境マネジメントシステムの運用状況について
　≪意見交換等≫
　　〇会長
　　　ただいま事務局から説明を受けた。ご意見、ご質問があれば伺いたい。
　　〇委員
いろんな部門があると思うが、今の活動によって、エネルギーの使い方っていうのが大きく変わる可能性がある。目標として一律この辺を目指しましょうという考え方はいいが、この計画で何を重点に置くか、活動が上がれば、当然エネルギーは上がるので
この目標はあくまで目標という考え方でいいのか。こうした方がいいじゃないかという
何か目標に縛られ過ぎないほうがいい。
例えば、国スポがあったということで、そういう部門に関しては、当然コピー用紙が上がるとかいうところは予想できる。具体的などことはいえないが、部門によって、活動が強いとか弱いとか、あるいは、消耗品の使い方とかいう差が出る。グリーン購入に関しては積極的にグリーン購入100％を目指すのは当然だが、例えば、緊急性があるものっていうのは多分あると思う。緊急性がある部分に関しては、やっぱり100％を目指すが、少しゆとりを持ってあげる。目標はあくまで目標という考え方も、必ず達成しなければならないっていうようなそういう雰囲気というのは難しい。エネルギーをとるのか。仕事の中身をとるのかっていうところがあったときに、どっちをとるのかというのは当然あるというのは共通認識として持っておいたほうがいい。意見であり、どうこうしてほしいということではない。
　　〇事務局
佐賀市の現在のEMS環境マネジメントシステムの在り方として、例えば、国スポの開催による活動量の増加が予想されていたりするが、各部門で目標を設定していて、それを各部門が削減するという方向で進捗管理を行っているような状況。
各部門の取組が全体のEMSの実績として反映してくるような形になっている。
〇委員
資料2のp.5のところで、2025年度からの共通目標が今度から一律なものに変わるというところで、これはあくまで全体でこれを目指しましょうということだが、もう一つ、ある程度、目標値が減ってきたら、フラットになってもうそれ以上減らないようなところというのが多分存在すると思う。そこで、アクティビティを落として、この環境目標を達成する方向に考えるのか、それとも目標値はもう変化させないが、サービスは改善させながら上げていくという、方向性が二つあると思うが、あんまり減らす方向に持っていって、活動を縮小させていくようなことはどうなのかと思う。
　　〇事務局
委員が仰るとおり、各部によって施設の数も違うことや、職員の事務的なものもあり、観光目的に建てられた施設など、これまでは各部によって取り扱うものが異なっていたため各部で目標設定をしてもらっていた。
今回、地球温暖化対策実行計画の事務事業編の中で、佐賀市役所の削減目標が決まったため、それに合わせて車両、施設等のエネルギーをこれぐらい基準値よりも削減できたら、佐賀市全体の目標を達成するという基準として設定している。環境政策課で、毎年、5年に1回ぐらいの監査を実施しているが、そこでも例えば、温泉施設とかであれば、集客目的にしているのでその分、エネルギーは上がる。下げるだけが目的ではないところもあり、観客、来場者数率を維持しながら、できるだけ省エネをして落とせるところ落とすなど、運用とかによっても削減できるところがある。そこのバランスもあるかと思うので、定期的に各部の取組に応じて、事務局で強化をしていって、できる限りのエネルギーの削減、施設自体の設備の更新、車の台数を減らしてEV車に変えていくなど、そういった中長期的な削減目標というのも取組もあるかと思うので、必ずしも削減していくだけではないと分かった上で、事務局も寄り添った形で進めていきたいと思う。
　　〇会長
今目標の話が出て、目標を定めずにやってみようという、例えば、目標を定めず、何か定期的に数字を追っていくと、その都度変化が見えてくる。マイナスになるとやる気になるし、プラスになったときに、何でプラスになったのかを気づきやすいので、マネジメントするときにPDCAでマネジメントとよく言ってきたが、いくつかのマネジメントサイクルがある中で、例えば今、次に出てきているのがOODAサイクルを考えていったときに、少し、目標を設定しながらも、ちょっとマイナスになっている状況を把握しながら、あるいは、逆にプラスになったら、疑問を持つなど、それを共有するほうが、どうも効果があるのではというのを学部でやっている。マイナス何％という数字は出さないで、現状でやりましょうと。例えば、マイナスになっているもうちょっと頑張ろうとかプラスだと何故だろうという、そもそもの動きをしていくほうが、明日のことになっていくという印象を持っている。組織的にはやってないが、そちらの方がいいのではないかと思う。
1年間という長い期間の中でやってきたが、明日どうしようというような、もう少し
何かそういうちょっと小さなことを身につけていった方がいいのかなという感覚は持って
いる。それもマネジメントシステムの中で、市で考えていただければと思う。
　　〇委員
目標の話が出て、例えば、p.7に分かりやすいコピー用紙の購入量の記載があるが、令和5年から令和6年において、確かに国スポ・全障スポ大会で購入量が増加したとあるが、逆に言うとこれらの影響で2％しかなかったのか。先ほど話を聞く中で、部署ごとに、ある程度目標を定められ、その意義があるところは省いたところで、前年がどうなのかというのがあると、もっと分かりやすいと思う。
　　〇事務局
環境の取組自体は、この環境部だけではなくて、全庁的なそれぞれの目標ともリンクしているところもある。先ほど言われた、コピー用紙購入量についても、デジタル化が進んで、ペーパーレスの取組をそういった部署で、進めているところもあるので、それぞれの取組を強化することで、全体的に環境を意識した目標に近づいていくのが、こちらも理想と思っている。できれば、委員からも言われたように、削減できていたらこういったことに効果があったとか、増加していたら原因を探るなど、主体的な取組をしていくことができたら一番いいと思う。
　　〇委員
そうするとだったら、数字をせっかく出しても、曖昧になって、数字が下がっていればいい、やる気になるし、上がっていれば、よかったっていう効果が見えるが、いまひとつ、効果が見えないとなると考えた方がいいと思う。

≪事務局説明≫
資料３　プラ分別リサイクルについて（モデル実証報告）
≪意見交換等≫
　　〇委員
　　　この資料が送付されて思ったのが、資料３のp.5に各支所での回収量、何人、そして1人当たりの換算となっているが、例えば三瀬支所は29kgで1,134人となっている。これは単純に29kg÷1,134人で1人当たりの換算となっているか。
　　〇事務局
計算方法については、回収を58日間実施しておりますので、年365日で計算し直して、後は人数で割って算出している。58日間実施で29kgですので、365日、1年間で幾ら、回収が出ているのかを計算して、それを人数で割戻している。
　　〇委員
その辺の判断する数字を書いていただきたい。計算が合わなかったので。それと、北川副
だけが多い。これは何か理由があるのか。
　　〇事務局
北川副公民館では、自治会に実証実験する際に依頼をしていたが、北川副の女性の会が実施するということで、かなり活動熱心な方が多くおられたので、北川副が突出して回収が多かった。
　　〇委員
やっぱり最初に私が質問を申し上げたように地元の人の関心度で全然違う。
それから北川副は、建物の軒下に設置ということは、部屋の中ではないのか。
　　〇事務局
仰るとおり、公民館の外の入り口に設置している。
〇委員
つまり、捨てる時間が限られていないということか。屋内だと、朝開錠して、夜には閉められるから、捨てる時間帯に制限があるのでは。制限がないから、仕事が終わった時間帯に捨てることもできると思うが。
　　〇事務局
公民館の開館時間帯が大体夜10時ぐらいまでのところが多いとは聞いている。 24時間捨てられるということではないが、誰も見てない時間帯が結構ある。
　　〇委員
多分、出勤前に捨てるなど結構あるから、そうなるとまだ朝早くは公民館を開けてなかったりする。夜10時まで開いているかもしれないが。やはり捨てる時間も、重要なポイントだと思う。そういったところも実証実験ということで、判断材料として入れていただきたいと思う。
　　〇事務局
今後参考とする。
　　〇委員
プラスチック分別を捨てるのは、ほとんど女性だと思うが、公民館ではなく、スーパーなどお店に設置してあるところが多い。
わざわざ公民館まで行って捨てる、廃食油など公民館まで行って処分するが、プラスチック分別はお店の外に置いてある気がする。公民館だと駐輪場のそばに置いているからいつでも捨てに行くことはできる気がするが。
　　〇委員
　　　今仰いました、スーパーでの回収とはまた別物。きれいに洗ってから、分別して出すって
　　　ことだと思うが。気になったのは、きれいに洗わないと駄目だということだから水道の使用料って大丈夫なのかなとちょっと心配になる。
　　〇事務局
出せるプラスチックについては、もちろんきれいにしていただいた後になっておりますの
で食品カスなど、例えば納豆とかだったら、ある程度、水洗いして乾かして出してもらうことになっている。あまり洗剤を使い過ぎると、逆に環境に優しくない
ため、その辺は兼ね合いをみて、汚れているものであれば、今まで通り燃えるゴミとして
処分いただいて構わない。
　　〇委員
7月中旬の各自治会で班回覧となっていたが、班回覧であって、各家庭に1枚ずつ配布の
形式になっていない。これで決定すると少し心配な点がある。
8月1日から開始になっているが、うちの家族の中でも、そういえばあったぐらいで、
全然記憶に残ってない感じだったので、ちょっと心配になっている。
　　〇委員
今、委員が仰るとおり、この広報について、p.6を二つ折りで、回覧している。
そうなると、自身の校区では一番上に載せて回覧してといったが、中に入ると中々見ない。この時期から開始となると、ごみカレンダーを全戸配布やっているが、その際に一緒に添付があれば、非常に皆さんの目に留まるが、回覧は目に留まらない。
全戸配布しない限り、意識がない。それと、公民館の周りの人は持ってきてくれるが、離れている場合、公民館まで来られない人も結構いる。民間のところにも、回収ボックスがあるが、場所がどこだという情報が分からない。もっと真剣にやるのであれば、もっと回収拠点を増やせば、これは効果があるかなと思う。今の状態で、開始となると、市民のどれぐらいがそれを意識するのかなと思う。それを非常に危惧している。もっと回収拠点を増やす、そうでなければ、北川副は部屋の外であるため、どんどん出すことができる。部屋の中だとどこに置こうかなっていう抗議が出てくる。そういうことも考えて、真剣にやるつもりであれば、もっと市民が持って来やすい場所、そういうのも含めてやっていただければ、できると思う。
　　〇事務局
貴重な御意見ありがとうございます。
今回のプラスチック分別については、班回覧ということで、本当はごみカレンダー記載、挟むとかしたほうがいいと思うので、ただ、今回、年度途中の8月からであったため、そこができていなかったというのがある。また、きれいなプラスチックを回収したいのと、公民館へ来ていただきたいという想いもある。他自治体が公民館でやることで、今まで来られてなかった方が来て、新しいコミュニティを作るといった話もある。市有施設を使うメリットを、今年度は色々実証して、またそれを生かして、来年度以降に反映させていただければと思う。
　　〇委員
資料3 p.7の異物の例について、大き過ぎる（50cm越え）とあるが、知らなかった。
大きすぎるプラスチックは、粉砕したら持ってきていいのか、写真の中に恐らく子ども用プールがあるが、畳んだら小さくなるが駄目なのかという疑問がある。
　　〇事務局
実証の際には、50cmまでは回収できるとしていたが。今年度から実施するにあたって、30cm程度のものということにしている。ある程度の大きさがあると、実際処理するときに、困難になってくる場合もある。切れるものははさみなどで切ってもらって、小さくして、回収ボックスに入れていただくのは構わない。
あとホースなど長いものについても処理するときに、機械に絡みついたりするので、ホー
スとかカセットテープ類などは持ち込み禁止にしている。
切れる分については、切って捨てていただいて全然構わない。
　　〇委員
資料3 p.7の異物の例について、異物が混入しないための工夫はあるか。
　　〇事務局　
　回収ボックスには、回収できないものということで表示はしている。
あとホームページとチラシ等に回収できないものは、表示はして広報等はしているが、
何％かの方は、中に入れる方もいらっしゃると思うので、特にリチウムイオンバッテリーとか、回収をパッカー車で行うため、やはり巻き込むと火災等の事故にもつながる。回収する際によく確認してから、異物は取り除くようにはしている。
〇会長
ステーション回収より拠点回収という一番の理由はなんだったのか。
　　〇事務局　
ステーション回収というのが一番量を集められるため、本当はそれが良いと思うが、佐賀市の場合はそれを処理する施設が今のところない。
今後はそういう施設が出てくる可能性もあるし、こちらの清掃工場が今後どうなるかというのもある。それを見計らいながら、今後の検討課題になると思う。
ただ、一番手軽に、施設がそこまで大きくなくても、きれいなプラスチックを集めて回収したいと思ったときに、拠点回収というのが出てきた。しばらくこの拠点回収をして、皆さんにリサイクルの意識の啓発など、そういったものも取り組んでいきたいと考えている。
〇会長
　ステーション回収も選択肢には入っているのか。
〇事務局
　将来的に、何年後になるかわからないがそのように考えている。
〇会長
北川副女性の会は、人数とか規模は分からないが、回収量が大きい。
これは拠点回収モデルの仕組みにしたら、仕組みにして転換したらどうなるかという
シミュレーションはしたか。全体に広げることができるのかとか広げてみたら地域がどういう風になるのか。
　　〇事務局
シミュレーションというよりは、どちらかというとどれぐらい集まるのだろうというのが実証の時にあった。実際、モデル実証をしてみてこのぐらい集まるのだなというのと、
北川副公民館は、土日開いている、夕方、夜遅くまで開いているということで、多く集まるなというのがありました。ただ、北川副公民館は女性の会が熱心に参加していただいたので、やはり意識がある、環境に何かしたいと思っておられる。意識のある方がいるとすごく集まるっていうのはこの実証の中で分かったことである。そういった方を増やしていければと思う。
 〇会長
一番冒頭に当たり前になっているという点で議論しながら、熱心でもなくてもいいから、当たり前になったらいい。そういう仕組みになったら、皆さん当たり前にしなければいけない。そういう仕組みを地域に展開できる、広げられるシミュレーションも考えたらいいと思う。
〇事務局
まちづくりの一つとして、そういったものを目標にしていただいて、当たり前にできるに
なっていければと思う。
　　〇委員
自治会の総会で今年初めて参加したが、環境に関する委員というのはないのか。
私の自治会ではなかった。
　　〇事務局
全校区、佐賀市ではまちづくり協議会が全部できている。環境部門はあるところではある。ただ、まちづくりはそれぞれの校区で考えることとなっている。
〇委員
こういうのを徹底させようと思ったら、各自治会にやってくれる人を置かないと徹底しない気がする。
　　〇事務局
今後の課題と考えている。
　　〇委員
8月1日から開始ということだが、環境の意識が高い方もいる中で、時々、エコプラザの
イベントなどで、こういう告知はないような気がする。せっかくであれば、朝早くからされて、夜までいらっしゃる方もいる。どうやって周知していくかということで、関連施設であるため、看板の横に周知など簡単にできることそういうことも実施してはどうか。
　　〇事務局
エコプラザでも、8月以降、見学に来た方も含めて、プラスチックの回収の広報啓発は図
っていきたいと思っている。
　　〇委員
　　　隣の健康運動センターなどでもこういうのがあるというのは周知していけばよいと思う。
　　〇事務局
　　　今後検討していきたい。

≪事務局説明≫
資料４　佐賀市グリーン化戦略（概要）
≪意見交換等≫
　　〇委員
清掃工場の前に野菜工場ができているが、たくさんの野生生物が死んでいる。そういった場所がなくなって、今こういうものができて、ちょっと複雑な思いがするというのをまず申し上げたい。それから、脱炭素型農業という言葉が出てきているが、私の理解では、化石燃料を使って農機具等を動かす。それを、再生エネルギーを使って動かすようにするという、二酸化炭素そのものを出さない農業にしましょうというのが、脱炭素型農業と私は理解している。ここだと、CO2利活用を前提とした脱炭素型農業、それは脱炭素型農業といえるのか、ちょっと疑問に思う。
そもそも二酸化炭素というのは、0.03％から、増えて体積に占める割合は、増えたといっても、0.04％ぐらいで、植物にしてみれば非常に薄い少ない二酸化炭素を頑張って取り込んで、光合成をやっているため、二酸化炭素を増やしてやると確かに光合成の効率は上がる。だが、それで作物が実った、二酸化炭素が有機物になってそこに取り込まれた、それを食べて消費すれば、どうせまた出てくる。なので、二酸化炭素を減らすことにはならないと思う。これをやって、脱炭素型という言葉を使うのは、ちょっと違う、しっくりこない。
　　〇事務局。
委員が仰るとおり、脱炭素型農業ということで、農業機械をクリーンエネルギーで動かすというところを、従来の化石燃料を削減するというところも一つの脱炭素型農業の仕組みだと思う。
ここに記載している内容については、主に、施設園芸についてフォーカスしており、施設園芸においては、農作物の生育のために、灯油など用いたCO2の発生装置を使って、ハウス内にCO2を発生させるということが一般的となっている、こういったところを、清掃工場由来のCO2をパイプラインで供給してCO2を送ることによって、このCO2を発生させる
という部分の削減はできると考えている。
また、ハウス内は加温、ハウス内を温めるために、ボイラーなどを焚いて、加温している。清掃工場のごみの焼却を行った熱を、ハウス内に供給しているところもあり、ボイラーを焚いてハウスを暖めるというところでCO2が発生するが、そういったところ部分CO2の削減ができるということで記載をしている。
　　〇委員
ですから、削減にはならないと思う。二酸化炭素、樹木が吸収して、長期間、樹木の中に
固定したら、削減になるが、作物を収穫して人が食べてそれを分解したらすぐ二酸化炭素が出ていく。
佐賀市グリーン化推進戦略っていう中でこれを行うのはいいと思うが、脱炭素型農業なのかなという疑問。
　　〇事務局
もともと大気中にある二酸化炭素を循環利用すること自体は、脱炭素につながらないと思うが、地中から化石燃料を取り出して、それを地上で燃やすということ、燃料を減らしていくというところが大事かと思う。
今回のこの施設園芸については二酸化炭素も、通常のハウスであれば、それは化石燃料を焚いて、二酸化炭素を発生させて光合成を促進したり、また、温室の暖房として、灯油であったり、ＬＰガスを使って温めるというところで、従来されていたので、今回の脱炭素型農業が、清掃工場由来の、カーボンフリーのCO2を使って、従来の化石由来のCO2に代えて、カーボンフリーのCO2を使うということで、化石燃料を抑制することが、脱炭素につながるという理解で捉えている。
〇委員
仰ることはよく分かるが、要するに植物は色々な肥料を吸収して成長するわけで、二酸化炭素が植物にとっては非常に少ない状態だから、肥料と同じようにこういう二酸化炭素を与えるということだと思う。二酸化炭素が足りない状態、工場からでた二酸化炭素を植物のほうに回していってということか。
その点はいいが、繰り返しになるが、脱炭素型農業とは言えない。
農業分野でも、再生可能エネルギーを使うというのも提案されていると思う。今、主流になっている、シリコン型の屋根に乗ったものは、実用的じゃないと思う。ペロブスカイト
が開発されて、数年後には量産化するという話があるため、ああいったものであれば農業の現場で使えると思う。それが脱炭素型農業であって、そういった提案がないので、検討していただきたいと思う。
　　〇事務局
ご指摘にある、再生可能エネルギーを作るというところで、農業を運用するということは、農水省も含めて、みどりの食料システム戦略等で記載しているところであるが、我々が目指しているのは、もともと施設園芸が消費をしてしまっていた化石燃料の削減のために、こちらで供給ができる余熱であるとか、CO2を供給して、新たな燃油の消費を抑制していただくということを目標としている。委員のご指摘のあったペロブスカイトの発電に関しても、植物の育成に必要な波長を通過しやすい、太陽光の在り方等、様々な研究がなされており、その点、佐賀市へ進出してきている企業も非常に関心を持って見ておられるところである。植物の育成等、再生可能エネルギーを両立するようなことについて各企業が興味を持っていただければ、市としても推進していきたいと考える。
〇委員
CO2の清掃工場からの排出量がどれだけ利用されているかというのが、結構問題になっている。その辺りはかなり改善をされていると思うが、どういう状況か。
〇事務局
現在のところ、CCUの能力の1割程度の需要にとどまっているところもあり、もちろん需要促進のために産業誘致をと考えている。
もう一つ分かってきた課題があり、施設園芸の中に二酸化炭素を供給すると、過剰な濃度のCO2を供給している事業者はほぼいない。
大気のCO2濃度まで十分に確保するというところで、施設園芸でも多くて500ppmぐらいだが、植物というのは徐々に大きくなるのと、最大の収量を得るときの二酸化炭素の消費量というのが、平均的な消費量に比べると2倍か3倍ぐらいの消費をしていることもあって、市としての課題としては、平均でならすと1割ぐらいの需要だが、ピーク時ではプラントの能力の半分近くの需要されることも出てきていて、これをどのようにバランスをとりながら、農家へ供給していくかというところに今後の課題にしなければならない。
その観点から見ても、今、バッファータンクを2ｔ所有しているが、こういったものを液化と一緒に、バッファー能力を強化するであるとか、そういったことを今後検討していきながら産業誘致を無理ない形で、進めていければと考える。
〇会長
脱炭素という言葉で、情報の共通化というよりも、共有化を行っていただいた方が良いと思う。また、この四つの議会共通で何か特にありましたら、どうぞ。
　　〇委員
資料１p.2に生物多様性の保全というところで、施策の評価が、AとBということで、まあまあうまくやっている評価となっているが、外来生物の対策はうまくいっているか。
というのが、相変わらずアライグマが増えている。4月から私だけでも16匹確保している。夜行性だから、人目につかないが、確実にいる。アライグマが明らかに増えているので、施策の評価がAとBで良いのかなと思う。同じ、外来生物でオオキンケイギクというきれいな花を探すのがどんどん増えている。そういう状況なので、AとBでいいのかというところだが、アライグマ対策については、環境政策課の方へ提案したことがあって、先ほど自治会の話をしたが、自治会の総会にでたら、結構なお金がある状況。
[bookmark: _GoBack]毎年、何十万という残金があり、蓄えがある。環境政策課の罠を借りると、2週間で返さないといけない。2週間の間に捕獲できなかったら、それでも返さなくてはいけない。これを各自治会で購入するように促したらいいのでは。ホームセンターでは1つ8千円ぐらいである。私はもう2台購入しており、1万6千円を外来生物駆除のために投資している。中で暴れて罠を壊すため。そういうのを各自治会で3つ、4つとか購入してもらって、先ほど提案した環境委員の方に旗振り役になってもらって、各地区で、各自治会の中の班で、例えば1週間置いてもらう。獲れなくても、別の班にまた1週間ということを各地区でやれば、かなり効果があると思います。今の状態で被害が出たら2週間借りて返してというのは、もう守りの体制になっている、今、外来種に対して。攻めの姿勢で何か作戦を考えてほしい。このままでどんどん増えていく。1頭のメスが1年に5、6頭子供を産むため、とてもこれでは追いつかない。何か作戦を考えていただきたい。
私が懸念したこともちょっと真剣に考えて、1個8,000円ぐらいのですから、総負担なく、自治会で買えると思う。これを佐賀市で買っていったらやっぱりそれなりの予算が要るのと、置き場も困るかと思う。地域住民全体で環境問題を考えないといけない時代になってきているので、もうちょっと作戦を考えていただきたい。
〇事務局
　この前こちらのほうに直接ご提言いただいたということで把握している。オオキンケイギクとアライグマ対策については、まず市民の理解を深めていただくともに、市民の皆さんにもぜひご協力頂きたいと思っている。現状の理解を深めていただくと同時に佐賀市としても環境保健福祉推進協議会もあるので、そこと協力しながら、ご提案いただいた内容を実現できるように、次年度に向けて、取り組んでいきたい。
〇会長
それでは、ほかに意見がないようであれば、本日の議事は終了としたい。

３　その他　
　　なし
